
事業内容 事業費
（単位：億円）

（単位：億円）

歳出の主な事業と費用
区分

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

消防費

商工業や観光の振興な
ど

農業や漁業、林業の振
興など

被災した施設の復旧、
市議会運営など

市民１人当たり 462,853円児童や高齢者、障がい
者福祉など

民生費

149,452円

学校教育や文化・ス
ポーツ振興など

教育費

38,210円
借入金（市債）の返済
など

公債費

45,079円

道路や住宅、公園の整
備など

土木費

45,833円
市税・戸籍・選挙など

総務費

85,676円

商工費

14,836円

各種検診や予防接種、
ごみ収集処理など

衛生費

47,823円

消防・水防、救助活動
など

消防費

18,528円

農林水産業費

10,299円

災害復旧費・
議会費など

7,117円

150,098円

事業内容
市債を活用した主な事業
区分

土木債

総務債

衛生債

教育債

　市では「いわき市財政状況の作成及び公表に関する条例」に
基づき、財政状況を明らかにするため、①令和元年度決算のあ
らましと、②令和２年度予算上半期（４月１日～９月30日）の
執行状況を作成・公表しています。
　今月号では、公表している内容の概要をお知らせします。

市の家計簿市の家計簿市の家計簿
①令和元年度決算のあらまし

市の家計簿市の家計簿市の家計簿
①令和元年度決算のあらまし

お知らせ
し ま す

歳入
総額

1,634.3億円

歳出
総額

1‚563.4億円

民生費
504.8億円
（32.3％）

市税
507.0億円
（31.0％）

（単位：億円）

土木費
154.8億円
（9.9％） 総務費

289.4億円
（18.5％）

公債費
152.3億円
（9.7％）

教育費
129.1億円
（8.3％）

衛生費
161.5億円
（10.3％）

消防費
62.6億円
（4.0％）

商工費・農林水産業費など
108.9億円（7.0％）

総額
149.6

消防債など13.7

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが合計と一致しない場合があります。

総務債15.0

市民１人当たりの市民サービス

＊１　 減価償却費や資産減耗費など、現金支出を必要としないものを費用に
　　計上することによって、企業内部に留保される金額
＊２　 １事業年度の経営活動により、発生が予定される収益とその費用
＊３　 将来の経営活動に備える建設改良や建設改良の企業債償還金などの支
　　出と、その財源収入

市　税
負担額

サービス額

①令和元年度　 決算のあらまし

水道事業
病院事業
下水道事業
地域汚水処理事業
農業集落排水事業
　　 合計

会計名
収入 支出 差引 収入 支出 差引
収益的収支 資本的収支

100.1
229.6
87.0
1.6
2.8

421.1

92.2
239.2
81.0
1.4
2.9

416.7

22.4
34.0
43.5
0.0
1.0
100.9

68.4
41.1
71.3
0.1
1.7
182.5

国民健康保険事業
後期高齢者医療
介護保険
母子父子寡婦福祉資金貸付金
土地区画整理事業
卸売市場事業
競輪事業
財産区（６財産区）
　　　　　合計

（単位：億円）

会計名 収入済額 支出済額 差引額

衛生債6.4

＊１　特定の目的のために国から交付されるお金
＊２　各種基金などから繰り入れるお金
＊３　一定水準の行政サービスを提供するために国から交付される
　　お金（震災からの復旧・復興分を含む）

＊４　市が行う大規模な建設工事や災害復旧事業などに認められる
　　借入金
＊５　特定の目的のために県から交付されるお金　
＊６　貸付金の元金収入など、他の収入に含まれないお金　
＊７　国で集めた地方消費税を各都道府県で清算し交付されるお金

＊２

臨時財政対策債
50.4

＊
災害対策債24.6

＊３

お知らせ
し ま す

お知らせ
し ま す

国庫支出金
211.2億円
（12.9％）

＊1

諸収入
73.1億円
（4.5％）

＊6

地方交付税
176.1億円
（10.8％）

＊3

地方消費税交付金など
191.6億円（11.7％）

＊7

県支出金
115.3億円
（7.1％）

＊5

市債
149.6億円
（9.2％）

＊4

繰入金
210.3億円
（12.9％）

＊2

特
集

特
集
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一般
会計

企業
会計

福祉や教育、土木など市の一般的な事業
の大部分を経理する会計（震災の影響に
より規模が大きくなっています）

特別
会計

国民健康保険事業など特定の事業を行う
場合、特定の歳入（国民健康保険税な
ど）をもって特定の歳出（医療費など）
に充てる会計

地方公営企業法の適用を受ける公営企業
の会計

　令和元年度の一般会計決算額は、歳入総額が1,634億
2,901万円（対前年度比9.6％増）、歳出総額1,563億
3,548万円（対前年度比9.2％増）でした。このうち、令和
２年度へ繰り越した事業に充当した財源を差し引いた
実質的な収支は、15億7,395万円の黒字となりました。

市債
使い道

市債を活用して整備した道路などは、皆
さんが将来にわたり利用するものですの
で、返済は次の世代の方々にも負担して
もらうという考えに基づいています。

　資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金などによ
り補てんしています。

土木債
20.6

教育債
19.0

304.3
38.7
315.1
1.2
14.1
4.2

157.0
2.2

836.8

0.4
0.0
3.4
0.5
1.7
0.0
3.1
0.2
9.2

＊地方一般財源の不足に対応するため、地方財政法の特例
　として発行される地方債

＊１

66.7
70.1
59.8
50.3
34.5
31.4
19.7
69.5
25.6
38.8
10.3
11.7
13.1

▲46.0
▲7.1
▲27.8
▲0.1
▲0.7
▲81.7

7.9
▲9.6
6.0
0.2
▲0.1
4.4

国県支出金等過誤納返還金
生活保護費
障害福祉サービス事業費
児童手当給付費
療養給付費負担金
私立保育所施設型給付費
児童扶養手当給付費
ごみ収集処理費
病院事業費
下水道事業費
土地区画整理事業費
除去土壌等管理・搬出推進事業費
小・中学校空調設備設置事業費

地方道路等整備事業

304.7
38.7
318.5
1.7
15.8
4.2

160.1
2.4

846.0

復興交付金を活用した主な事業　　　　　（単位：億円） 復興基金を活用した事業　　　　　　　　（単位：億円）

※令和２年４月１日現在の人口337,765人で算出。

10.0
1.6
1.0
0.9
2.8
16.3

復興交付金事業内容
災害公営住宅家賃低廉化事業
復旧・復興事業に伴う道路補修事業（勿来）
震災メモリアル中核拠点施設整備事業
災害公営住宅周辺道路整備事業（四倉）
東日本大震災特別家賃低減事業など

合計

1.8

1.2

1.1

4.1

津波被災住宅再建支援事業

震災メモリアル事業

自転車道路網整備事業

合計

上水道事業

小・中学校空調設備設置事業

復興基金事業内容

本庁舎等耐震化改修事業
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特別会計

一般会計

市債の現在高

市の財産

一時借入金現在高

臨時財政対策債531.3、一般単独事業債289.2、
公共事業等債63.6、学校教育施設等整備事業
債49.9、上水道出資債34.6、災害復旧事業債
31.4、公営住宅建設事業債など96.2
土地区画整理事業債など73.4 
    下水道事業債587.3、病院事業債など
581.7

国民健康保険事業
後期高齢者医療
介護保険
母子父子寡婦福祉資金貸付金
土地区画整理事業
卸売市場事業
競輪事業
財産区（６財産区）

水道事業
病院事業
下水道事業
地域汚水処理事業
農業集落排水事業

一般会計

区分 現在高 主な内訳会計名 予算現額 収入率（％）支出率（％）

会計名

合計

収入予算額 収入率（％） 支出率（％）支出予算額

合計

　令和２年度９月末現在の一般会計予算は、当初予算
額1,489億7,889万円に、補正予算額など633億7,011万
円が加わり、2,123億4,900万円となっています。

　また、同日現在の収入率は46.3％、支出率は43.3％
で、前年度同期に比べて、収入では10.6ポイント、支
出では10.0ポイント高くなっています。

一般、特別、企業の各会計とも0円

市ホームページにも掲載していますのでご覧ください。○お問い合わせ　財政課財政経営係　☎22－7420

歳入 収入済額　　983.5億円（収入率46.3％）
予算現額　 2,123.5億円 歳出 支出済額　　920.4億円（支出率43.3％）

予算現額　 2,123.5億円

予算現額

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

企業会計
（単位：億円）

（単位：億円）

収入済額
（収入率）

予算現額
支出済額
（支出率）

1,096.1

特別会計 73.4

企業会計

2,338.6合計

1,169.0

33.7
28.2
41.2
38.7
40.1
34.1
41.5
30.4
38.0

◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆

地　　方
交 付 税

市　　債

諸 収 入

そ の 他

教育費

その他

災　害
復旧費

使用料・
手 数 料

511.1

78.6
繰 越 金

0.0 (0.0％) 112.9

150.1

116.8 (67.9％) 172.1

11.2 (39.2％) 28.7

9.5 (17.6％) 54.0

地方消費
税交付金

70.9 (108.8％) 65.2

17.6 (40.3％) 43.7

489.1

262.7

186.2

75.0

233.4

55.6 (47.4％) 117.4

74.2

69.6

59.6

3.9 (24.1％) 16.2

繰 入 金

291.5 (57.0％)

市の家計簿市の家計簿市の家計簿
②令和２年度予算上半期の執行状況

②令和２年度予算上半期の執行状況

　一般会計・特別会計 
・土地＝60,745,521㎡ 
・建物＝1,535,002㎡   
・立木＝398,362㎥   
・車両＝728台   
・有価証券など＝16億216万円 
 　　　　現金＝547億7,872万円  
 　　　　現物＝８億861万円  

　企業会計 
・土地＝1,243,504㎡ 
・建物＝242,070㎡ 
・車両＝75台 
・構築物など 
　＝2,056億1,752万円 

｛・基金

お知らせ
し ま す

特
集
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37.0
30.1
45.6
70.7
10.6
22.6
46.3
37.1
41.2

151.8
266.4
140.9
1.6
3.6

564.4

30.9
38.6
38.1
25.2
51.4
36.4

214.0
292.9
165.4
1.6
4.8

678.7

21.9
32.8
20.5
16.2
25.1
26.3

県支出金

43.6 (55.5％)

民生費

消防費

58.0 (31.2％)

総務費

衛生費 77.1 (33.0％)

土木費

公債費

16.9 (22.5％)

39.2 (65.7％)商工費

22.6 (32.5％)

農林水
産業費 15.8 (21.3％)

市　　税

国　　庫
支 出 金

13.6 (9.0％)

310.2
43.5
321.1
1.3
19.4
3.7

204.1
2.1

905.4

368.5 (75.3％)

70.7 (26.9％)

540.0192.1 (35.6％)660.5408.7 (61.9％)

246.80.0 (0.0％)
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☎0120－567－747
24時間

だるい 熱があ
る

息苦しい

　これからの季節はインフルエンザが流行する時期です。今年は新型コロナウイルス感染症との同
時流行も懸念されていますので、十分な予防を行うほか、同感染症に関する相談・受診の流れを事
前に確認し、同感染症とインフルエンザに備えましょう。
○予防と対策のポイント
①流行する前にインフルエンザの予防接種を受ける　②小まめな手洗いを心掛ける　③マスクを着
用する　④三密（密閉・密集・密接）を避ける　⑤室内を適度な湿度に保つ　⑥十分な休養とバラ
ンスの良い食事を取る　⑦発熱などの症状がある場合、まずはかかりつけ医に電話で相談する
○相談・受診の流れ

新型コロナウイルス感染症に関する人権への配慮を

※同感染症の一般的な相談は、一般相談ダイヤル（☎0120－567－177）へお問い合わせください。休日夜間急病診
　療所では、患者・医療従事者間における感染拡大防止のため、同感染症・インフルエンザの検査はしていません。

※帰国者・接触者相談センター
　から名称が変更されました。

　新型コロナウイルス感染者の拡大に伴い、感染への恐れや不安などから、患者やその家
族、関係者、医療従事者、他県からの来訪者等に対しての偏見や誹謗中傷など、さまざま
な場面での心ない言動が見受けられます。公的機関が提供する正確な情報に基づき、一人
一人が人権を尊重する意識を持って、落ち着いて行動するとともに、お互いを思いやり、
優しさと励ましの気持ちを持つことで、同感染症を乗り越えていきましょう。
　同感染症に関する誹謗中傷などの被害を受けた方は、相談窓口にお問い合わせください。
○相談窓口
・新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷等被害の相談窓口（☎024－521－8647）　
　月～金曜日、９時～17時
・みんなの人権110番（☎0570－003－110）　月～金曜日、８時30分～17時15分
・子どもの人権110番（☎0120－007－110）　月～金曜日、８時30分～17時15分
・女性の人権ホットライン（☎0570－070－810）　月～金曜日、８時30分～17時15分
・外国語人権相談ダイヤル（☎0570－090－911）　月～金曜日、９時～17時
・インターネット人権相談受付窓口（http://www.jinken.go.jp/）

かかりつけ医

受診・相談センター

対応できる場合は
診療・検査

対応可能な医療機関で
診療・検査かかりつけ医がいな

い方などは「受診・
相談センター」へ電
話相談

まずは
かかりつけ医へ
電話相談

ひ　ぼう

対応できない場合

市民生活課市民生活係　☎22－7446

保健所総務課感染症対策係　☎27－8595
新型コロナとインフルエンザの備えを冬来
る！

風邪
　っぽい


